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サンマの分布変化と漁業への影響
―14 年間の調査から―

東北区水産研究所 巣
す や ま

山　哲
さとし

　

　昨年の日本のサンマの漁獲量は 11.2 万トンと、過去 30
年で最低となり、資源の減少が心配されています。一方、
水産研究・教育機構は 2003 年から 14 年間にわたり、北
太平洋の西半分でサンマの資源量調査を続けており、資源
量と分布の年変化や生態について、多くのことがわかって
きました。そこで、これまでに得られた調査結果を紹介し
ます。

サンマの生態
　サンマは、北太平洋の亜熱帯海域の北側から亜寒帯海域
の南側までの全域に分布します。冬は分布域の南側で過ご
しますが、春から夏には分布域の北側まで回遊し、そこで
餌をたくさん食べます。秋から冬にかけて再び南に戻って
いきますが、その途中から産卵を始めます（図 1）。寿命
は 2 年です。

サンマ漁業
　日本で漁獲されるサンマの大部分は、8 ～ 12 月にさん
ま棒受網漁業で漁獲され、漁獲量は年によって変動してい
ます（図 2）。漁場は、8 月の漁期はじめには択捉島～北
海道沖ですが、その後徐々に南下し 12 月には房総沖まで
達します。2000 年以降は、外国の漁獲量が増加してきま
したが、これら外国漁船は、日本船よりもさらに沖側の公
海域を主な漁場としています。

調査船によるサンマ資源量調査
　東北区水産研究所では水産庁の委託を受け、漁期前の６
～７月に、北太平洋の西半分で、サンマがどこにどれくら
いいるかを、2003 年から調べています（図 3）。この調
査では、実際にサンマを採集して、調査海域全体でサンマ
がどれくらいいたか（資源量）を推定するほか、毎年の分
布海域の違いや生態についても調べています。

図１　サンマの分布と回遊
サンマは季節的に南北に回遊するほか、東西方向にも広
く回遊することがわかってきました。日本の漁場には
2,500km 以上離れた東経 170 度以東からもサンマが来遊
することがわかってきました。

図 2 1950 年から 2015 年までのサンマ漁獲量

図 3　サンマの資源調査の海域と調査結果
2010 年以降、東経 160 度よりも西側のサンマの分布量が
少なくなっています。
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図 4　サンマ資源量調査によって推定された海区ごとの資
源量の年変化
2010 年以降１区（赤；日本沿岸から東経 162 度まで）の
資源量が大きく減少しています。海区については、図３を
参照

図 5　年による日本船の漁場の違い（1981 年、2007 年、
2010 年および 2015 年）。西暦の下の数字は当該年の日本
の漁獲量。水色の線は陸地 200 海里の線（200 海里線）を
示し、その外側は公海。
　資源量が多い年は漁場が沿岸に密集しますが（2007 年）、
減少した 2010 年以降の漁場は沖合にも広がり、2015 年
は多くの漁船が公海で操業しました。漁獲量が低迷した
1980 年初めにも漁場が公海域に広がっていました。

　調査の結果、例年漁期前には日本の近海にサンマは少
なく、日本（納沙布岬）から 800km 以上離れた東経 155
度よりも東の海域に多く分布していることがわかりまし
た。しかし、2010 年以降はサンマの分布域が遠ざかり、
1,200km 以上離れた東経 160 度付近よりも遠い海域に多
く分布していました（図 3）。日本沿岸から東経 162 度に
至る海域（1 区）の資源量は大きく減少しましたが、さら
に東側の海域（２区および３区）ではほとんど減少してい
ないことも分かりました（図 4）。

海域によるサンマの違い
　漁期前の 6 ～ 7 月には、多くの年で調査海域の日本に
近い西側では１歳魚の割合が高く、東側では 0 歳魚が多
くなっています。また、西側の海域で採集される１歳魚は
東側の沖合のものに比べて体長が大きいなど、海域ごとに
生物学的な特徴に違いがあることがわかりました。

2010 年以降の漁況の変化
　2010 年以降は、漁期前の分布域が日本から遠くなった
ために、近海へのサンマの来遊時期が遅れ、特に漁期初め
の漁獲量が減少しています。これに加えて、北海道沖に
水温の高い海水（暖水塊）が居座るようになり、北海道沿
岸でサンマが獲れ始めるのが 10 月頃までずれ込むように
なりました。さらに、この２年くらいは、ほとんどのサン
マが暖水塊の沖側を回り込むように南下してしまうので、
漁場が公海まで広がり、遠くなってしまいました（図 5）。
また、日本に近い海域にいた体長が大きい１歳魚が減少し
たために、漁獲物にも大型のサンマが少なくなっています。
沖合の公海域に至る漁場の拡大は、1980 年代前半のサン
マが不漁であった時期にもみられました。当時も近年同様

に、日本近海では漁期前にサンマが減っていたのではない
かと考えられ、近海における資源の減少はこれまでも繰り
返されてきた可能性があります。一方で、東経 162 度以
東の沖合では資源量がほとんど減少していないため、公海
域を主漁場とする台湾漁船の漁獲量は、日本に比べて落ち
込みが少なくなっています。

サンマの資源管理の今後
　私たちの調査で、漁期前にサンマの資源量と分布を把握
できるようになりましたが、資源量や分布海域が年ごとに
変動する原因の解明はこれからの課題です。今後は海洋環
境の変化や餌環境との関係や、資源量変動に伴うサンマの
生態の変化も調べ、その結果を 2015 年７月に発効した「北
太平洋における公海の漁業資源の保存及び管理に関する条
約（NPFC 条約）」のもとで国際的な資源管理に活かして
ゆく必要があります。
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人工衛星で漁船の動きを知る
                                                     

研究推進部 渡
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　2010 年頃から東シナ海で外国漁船による強い集魚
灯を用いた漁業が急速に広がり、漁業現場で水産資源
への影響が懸念されています。この動きは他の海域に
も広がりつつあり、漁業実態の把握と対策が求められ
ています。その一環として水産研究・教育機構が実施
している、気象衛星による漁業実態把握技術の開発状
況を紹介します。

集魚灯を利用した漁業の観測

　世界の三大漁場のひとつである日本周辺海域では、
様々な漁法により漁業が行われています。イカ釣漁業
やサンマ棒受網漁業では、夜間に集魚灯を利用した漁
獲が行われますが、これらの漁船の集魚灯の消費電力
は、数隻で野球場のナイター設備と同等になります。
このため、集魚灯を用いる漁船が集まる漁場では、洋
上にいくつもの野球場並の光が出現することとなり、
宇宙からもその様子がわかります。
　宇宙からの夜間光のモニタリングは、米国による
気象衛星 DMSP の運用を契機として開始されました。
同衛星には夜間の雲の状態を観測するための可視光観
測用高感度センサーが搭載され、地表面からの夜間光
も観測されます。そして、そのデータを活用し、夜間
光の背景にある人間活動を定量化しようという研究も
行われるようになりました。海上での漁業活動もその
対象となり、日本周辺の漁船の活動状況を把握するこ
とを目的とした研究により、夜間光観測データが集魚
灯を利用した漁業の実態把握に有効であることが確認
されています。
　そこで、水産研究・教育機構では、DMSP 衛星デー
タにより日本周辺海域の集魚灯を利用した漁業の変化
を確認するとともに、新しい気象衛星 S-NPP による

光の観測データを用いた漁業実態把握のための技術開
発を開始しました。

衛星から見た集魚灯を利用した漁業の変化

　DMSP 衛星は、地球を南北に周回する軌道をとり、
軌道下の約 3000km 幅の夜間光を 2.77㎞の分解能で
観測しています。この観測に基づき整備されたデー
タによる地球表面の夜間光分布マップが 1992 年か
ら 2013 年までの各年について公開されています。
2013 年のマップ（図１）から、海上では対馬海峡周
辺および日本海西部に強い光が分布すること、道東の
沖合海域に光が散在することなどが分かります。これ
らは毎年見られる特徴で、特に、日本海西部洋上の強
い光の集中は世界的に見ても目立つものです。一方、
東シナ海中央部の日中中間水域内の東側境界及び日中
暫定水域北東端の付近（図 1 の B 海域）も、強い光
が分布する海域であることがわかります。この海域の

図１．DMSP 衛星により観測された 2013 年の平均的な
夜間光の分布。暖色系ほど強度が強いことを示す。米国
NOAA が公開しているデータ（http://ngdc.noaa.gov/eog/
dmsp/downloadV4composites.html）による。



－　10　－

光は、中国の虎網漁船等の強力な集魚灯を利用する漁
業によるものです。同海域の 2000 年代後半からの光
の強さの変化を見ると（図２）、2010 年～ 2011 年
頃から強くなり始めたことがわかります。

S-NPP 衛星データの活用

　S-NPP 衛星は、米国が 2011 年に打ち上げた最新の
気象衛星で、気象衛星 NOAA と DMSP の機能を引き
継いでいます。夜間光については軌道下の約 3000km
幅を 0.74km の空間分解能で観測する能力を持ち、
DMSP に比べ数倍高い分解能のデータが得られます。
さらに、光の強さに加え、雲の分布や海面水温、海色
等も観測できることから、漁船の活動状況をより定量
的に解析することが可能です。また、同衛星による観
測データは地球を周回する毎にノルウェーのスバール
バル諸島にある受信局を経由して米国に送信され、観
測から数時間の後には処理された夜間光データがイン
ターネットで公開されます。これにより、準リアルタ
イムでの状況把握が可能となっています。
　当機構では、外国漁船の操業実態を把握することを
目的とした S-NPP 衛星データを利用する解析システ
ムの構築を進め、日本時間の午前 0 時から 4 時ごろ
までの間に観測された日本周辺の夜間光データを入
手、解析し、当日の午後には結果を発信する体制を整
えました。現在、このシステムにより外国漁船のモニ
タリングを継続して行っています。解析事例を図３に
示します。分解能の高いデータを利用することにより、
それぞれの光点が一隻の漁船に相当する様子もわかり
ます。

図２．DMSP 衛星により観測された東シナ海中央部の夜間
光の経年変化。図１中のＡ，Ｂ，Ｃ海区について、各年の
平均値を示す。

漁船操業の定量的把握に向けて

　衛星観測データについて定量的な解析を行い、漁獲
努力量推定の基礎となる情報を抽出することが重要な
課題です。このため、洋上の光点数から操業漁船数を
推定する手法の高度化や漁業現場におけるレーダー画
像や目視による情報と衛星光画像との整合性を把握し
漁業種を把握する手法の開発にも取り組んでいます。
さらに、自動船舶識別システム（AIS）により収集さ
れる漁船位置情報データを併用し、多面的に外国漁船
の操業実態を把握する手法の開発も進めています。

図３．S-NPP 衛星による日本の東方海域における夜間光の
例。
上は今年の 8 月 28 日～ 29 日夜の光点の観測結果。下は
光点位置の解析結果（暖色系ほど光が強い）。データは、ウィ
ス コ ン シ ン 州 立 大 学 の ftp サ イ ト（ftp://sips.ssec.wisc.
edu/viirs/snpp/）から入手。
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　国立研究開発法人水産研究・教育機構は、水産総合研究
センターと水産大学校の統合により、昨年４月に発足しま
した。当機構は、これまで水産総合研究センターが行って
きた研究開発業務と水産大学校が行ってきた人材育成業務
を維持しながら、両業務の相乗効果が発揮できるよう努め
てまいります。
　当機構が発足したことを記念して行うイベントの一つと
して、2 月 23 日午後から第 14 回大阪シーフードショー

（ATC ホール：アジア太平洋トレードセンター内）でセミ
ナーを行うとともに、ブースにおいて研究開発・人材育成
業務で得られた技術の紹介を行いますのでお知らせしま
す。
　今回のセミナーでは、①養殖生産物の国際商品としての
可能性について、養殖生産物の輸出力強化を図るうえで当
機構が果たす役割・現状。②我が国における水産物の国際
商品化のための技術的・社会経済的課題と解決に向けた展
望等（SH“U”N プロジェクト）。水産大学校から③今後の
養殖業の国際化、養殖生産物の国際商品化等へ向けた教育
･ 人材育成の課題と展望について紹介します。
　ブース展示については以下のとおりです。
　東日本大震災から５年半余りとなりますが、復興は、ま
だ途上にあり、当機構としても被災地のすみやかな復興・
創生のお手伝いができればと考えております。今回は、岩
手県久慈市で取組んでいる過冷却シャーベットアイスを用
いた高鮮度水産物の流通と、宮城県で行っている多様なカ
キの生産、流通、おいしさの評価に関する取組をご紹介さ
せていただきます。ここで紹介した 2 つの取組は農林水
産技術会議事務局・復興庁からの委託事業「食料生産地域
再生のための先端技術展開事業」の成果です。
　一方、近年、資源的に非常に厳しい状態となり国内外か
ら注目されているクロマグロについて、養殖種苗に占める
人工種苗の割合を増やす試み、配合飼料の開発による仔稚
魚飼育の高度化の取組みを紹介させていただきます。さら
に、新規増養殖対象種の養成手法や種苗生産技術、養殖手

法等の開発として、平成 28 年 9 月 28 日にプレスリリー
スした完全養殖スジアラを用いた地域活性化対策も紹介し
ます。
　また、水産物輸出の促進として、ブリの品質向上のため
の技術開発や飼育技術の普及、赤潮プランクトン早期検出
技術によって養殖魚を守る取組みなどを紹介します。
　近年は漁獲管理だけでなく、消費者自身が水産物に関す
る理解を深め、正しい選択消費をしていくことが、持続可
能な漁業の実現に不可欠だと考えられています。そこで、
消費者が水産物を選択する際の判断材料の一つとして利用
できるよう、当機構が科学的な情報を分かりやすく提供す
る仕組みを作るために立ち上げた、SH“U”N (Sustainable, 
Healthy and “Umai” Nippon seafood) プロジェクトについ
ても紹介いたします。このプロジェクトでは、日本の持続
的な水産物を安心して購入していただくため、水産資源の
水準だけでなく海洋生態系や漁業管理の状態、地域の文化
や社会経済的な状況など４つの視点から評価を行い、食品
としての栄養や安全性などを交えて消費者向けに発信しま
す。また、評価基準と評価結果だけでなく、評価の根拠と
なったデータも公表し、次世代の食育活動や輸出拡大など、
持続可能な水産業の発展に関わる多くの専門家にも活用し
ていただくことを目標としています。
　このように漁業、養殖業を支援する取組みも行っており
ますが、消費者の皆様に水産物を食べていただけなけれ
ば、これらの業界を支えることはできません。安全で健康
に寄与する水産物を食べられるよう、研究開発を行い、成
果の情報を皆様に提供することも当機構の仕事と考えてお
ります。今回は、安心して魚介類を食べるための検査をサ
ポートする下痢性貝毒検査キットの開発や、魚肉が持って
いる最強の抗酸化機能についてもご紹介させていただきま
す。是非とも第 14 回大阪シーフードショー ATC ホール（ア
ジア太平洋トレードセンター内）にお越しください。

水産研究・教育機構　研究推進部

大阪シーフードショーにおけるイベントのご案内
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